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○うるま市健康福祉センター条例 

平成２０年６月３０日 

条例第２５号 

（設置） 

第１条 市民の健康増進と社会福祉に対する理解を深め、健康や福祉活動に対する積極

的な参加を促進するため、うるま市健康福祉センター（以下「センター」という。）

を設置する。 

（名称、位置及び範囲） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

（１） 名称 うるま市健康福祉センター（愛称 うるみん） 

（２） 位置 うるま市安慶名一丁目８番１号 

２ センターの範囲は、１階から３階屋上まで及び駐車棟とする。 

（センターの管理） 

第３条 市長は、センターの全部又は一部の管理を地方自治法（昭和２２年法律第６７

号。以下「法」という。）第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体で

あって市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる

ものとする。 

（指定管理者の業務） 

第４条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１） 第１３条の規定による利用の許可に関する業務、第１６条の規定による利用

の許可の取消し等に関する業務、第１７条第２項の規定による原状回復命令に関す

る業務その他の利用の許可に関する業務 

（２） 第１８条の規定による利用料金の収受に関する業務、第１９条の規定による

利用料金の減免に関する業務、第２０条ただし書の規定による利用料金の返還に関

する業務、第２１条に規定する損害賠償の管理業務、その他の利用料金の収受に関

する業務 

（３） センターの施設及び附属設備の維持及び修繕に関する業務 

（４） 前３号に掲げるもののほか、センターの管理運営に関して、市長が必要と認

める業務 
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（指定管理者の指定の申請） 

第５条 第３条の規定による指定を受けようとするものは、規則で定める申請書に事業

計画書その他規則で定める書類（以下「事業計画書等」という。）を添えて、市長に

提出しなければならない。 

（指定管理者の指定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、次に掲げる基準により審査し、

センターの設置の目的を達成するため最も適切にセンターの管理を行うことができ

ると認めるものを候補者として選定し、議会の議決を経て指定管理者を指定するもの

とする。 

（１） 事業計画書等の内容が、市民の公平な利用を確保することができるものであ

ること。 

（２） 事業計画書等の内容が、センターの効用を最大限に発揮させるものであると

ともに、効率的な管理がなされるものであること。 

（３） 事業計画書等に沿った管理を安定して行う物的及び人的能力を有するもので

あること。 

（公募によらない指定管理者の指定） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条の規定によらず

候補者を選定し、議会の議決を経て指定管理者を指定するものとする。 

（１） センターの設置目的、特性、規模等から特定の団体に管理させることが適切

な運営に資すると認められるとき。 

（２） 緊急の必要により公募することができないとき。 

（３） その他市長が必要と認めたとき。 

（指定管理者の指定の取消し等） 

第８条 市長は、指定管理者が法第２４４条の２第１０項の指示に従わないとき、その

他当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定

を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部

の停止を命じた場合において指定管理者に損害が生じても、市長は、その賠償の責め

を負わない。 
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（指定管理者の指定等の告示） 

第９条 市長は、第６条及び第７条の規定により指定管理者を指定したときは、その旨

を告示しなければならない。 

２ 前項の規定は、前条第１項の規定により、指定管理者の指定を取り消し、又は期間

を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合に準用する。 

（協定の締結） 

第１０条 指定管理者の指定を受けた団体は、市長とセンターの管理に関する協定を締

結しなければならない。 

（開館時間） 

第１１条 センターの開館時間は、午前８時３０分から午後１０時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、プール、うるみんスタジオ、トレーニング室、屋上レク

リエーション広場及び駐車棟の利用時間については、別表第１のとおりとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承

認を得て、開館時間又は利用時間を臨時に変更することができる。 

（休館日） 

第１２条 センターの休館日は、１２月２９日から翌年１月３日までの日とする。 

２ プール、うるみんスタジオ及びトレーニング室の休館日については、前項に規定す

る日のほか、火曜日（休日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日をいう。）及び６月２３日（慰霊の日）に当たるときは、その翌日）

とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承

認を得て、臨時に休館日に開館し、又は休館日以外の日に休館することができる。 

（利用の許可） 

第１３条 別表第２、別表第３及び別表第４に掲げるセンターの施設又は附属設備（以

下「施設等」という。）を利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受

けなければならない。許可を受けた者（以下「利用者」という。）が許可を受けた事

項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 指定管理者は、センターの管理上必要と認めたときは、前項の許可をするに当たり、

条件を付すことができる。 
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（許可の制限） 

第１４条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、センターの

利用を許可しない。 

（１） 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

（２） 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になる

と認められるとき。 

（３） 公益を害するおそれがあると認められるとき。 

（４） 施設等を汚損し、又は滅失するおそれがあると認められるとき。 

（５） センターの管理及び運営に支障があると認められるとき。 

（６） その他指定管理者が利用を不適当と認めるとき。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第１５条 利用者は、施設等を利用する権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

（許可の取消し等） 

第１６条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、第１３条第

１項の許可を取り消し、又は施設等の利用を制限し、若しくはその停止を命ずること

ができる。 

（１） この条例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づく指示に違反した

とき。 

（２） 偽りその他不正な手段により許可を受けたとき。 

（３） 許可に付した条件に違反したとき。 

（４） 第１４条に定める規定のいずれかに該当するに至ったとき。 

（原状回復の義務） 

第１７条 利用者は、施設等の利用を終えたとき、又は前条各号のいずれかの規定に該

当することにより利用の許可を取り消されたときは、速やかに施設を原状に回復しな

ければならない。 

２ 指定管理者は、利用者が前項の義務を履行しないときは、その原状回復に必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。 

３ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は第８条第１項の規定により指

定を取り消され、若しくは期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じら
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れたときは、センターを速やかに原状に回復しなければならない。ただし、市長の承

認を得たときは、この限りでない。 

（利用料金） 

第１８条 利用者は、別表第２、別表第３及び別表第４に定める施設等の利用に係る料

金（以下「利用料金」という。）を指定管理者に納めなければならない。 

２ 利用料金は、別表第２、別表第３及び別表第４に定める基準額に１００分の７０を

乗じて得た額から当該基準額に１００分の１３０を乗じて得た額までの範囲内で、指

定管理者が定めるものとする。 

３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金を定めようとするときは、あらかじめ市

長の承認を受けなければならない。利用料金を変更しようとするときも、同様とする。 

４ 市長は、前項の承認をしたときは、これを告示するものとする。 

５ 指定管理者が管理する場合の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第１９条 指定管理者は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、利用料金を

減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の返還） 

第２０条 既納の利用料金は、返還しない。ただし、必要があると認められる場合は、

指定管理者は、その全部又は一部を返還することができる。 

（損害の賠償） 

第２１条 センターの施設を利用する者は、その利用に際し、センターの施設又は附属

設備を汚損し、損傷し、又は滅失したときは、その損害を賠償しなければならない。

ただし、市長は、やむを得ない理由があると認めるときは、賠償額を減額し、又は免

除することができる。 

（事業報告書の提出） 

第２２条 指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に、規則で定めるところにより、事

業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。 

（指定管理者が行う個人情報の取扱い） 

第２３条 指定管理者は、センターを管理するに当たって、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）第６６条第２項の規定により準用する同条第１項の規
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定により指定管理者が公の施設の管理の業務を行う場合における個人情報（同法第２

条第１項に規定する個人情報をいう。次項において同じ。）の取扱いについて講ずる

安全管理措置を確実に実施しなければならない。 

２ 指定管理者が管理するセンターの管理業務に従事する者又は従事していた者は、そ

の業務に関して知り得た個人情報を漏らしてはならない。 

（規則への委任） 

第２４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年７月１０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から指定管理者が管理する日までの間においては、第１３条、

第１４条、第１６条、第１７条、第１８条第１項、第１９条及び第２０条の規定中「指

定管理者」とあるのは「市長」とし、第１８条第１項、第１９条、第２０条及び別表

第２の規定中「利用料金」とあるのは「使用料」とする。 

附 則（平成２１年３月２６日条例第７号） 

この条例は、平成２１年５月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２１日条例第４５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年９月１４日条例第３５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のうるま市健康福祉センター条例の規定は、施行日以後の利

用から適用し、同日前の利用については、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２２日条例第５号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２４日条例第１号）抄 
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（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（関係条例の整備及び経過措置） 

第４条 

２ この条例の施行の際現に前項の規定による改正前の同項各号に掲げる条例の規定

第２項の管理業務に従事している者又はこの条例の施行前において当該管理業務に

従事していた者に係る前項の規定による改正前の同項各号に掲げる条例の規定第２

項の規定による義務については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年１２月２６日条例第４８号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。 

別表第１（第１１条関係）施設利用時間 

施設名称 利用時間 

プール 午前１０時から午後９時まで（ただし、日曜日は午後７

時まで） 

うるみんスタジオ 午前１０時から午後９時まで（ただし、日曜日は午後７

時まで） 

トレーニング室 午前１０時から午後９時まで（ただし、日曜日は午後７

時まで） 

屋上レクリエーション広場 午前９時から午後７時（１１月から４月までは午後６

時）まで 

駐車棟 午前８時から午後１０時３０分まで 

別表第２（第１３条、第１８条関係）施設利用料金 

（単位：円） 

階 施設名称 基準額 

午前９時

～正午 

午後１時

～午後５

時 

午後６時

～午後１

０時 

午前９時

～午後５

時 

午後１時

～午後１

０時 

午前９時

～午後１

０時 

超過した

場合の１

時間当た

りの単価 
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２

階 

第１交流

室 

３００ 

（１５０） 

４００ 

（２００） 

４００ 

（２００） 

８００ 

（４００） 

９００ 

（４５０） 

１，３００ 

（６５０） 

１００ 

（５０） 

第２交流

室 

６００ 

（３００） 

８００ 

（４００） 

８００ 

（４００） 

１，６００ 

（８００） 

１，８００ 

（９００） 

２，６００ 

（１，３０

０） 

２００ 

（１００） 

３

階 

ホール ３，０００ 

（５，４０

０） 

４，０００ 

（７，２０

０） 

４，０００ 

（７，２０

０） 

８，０００ 

（１４，４

００） 

９，０００ 

（１６，２

００） 

１３，００

０ 

（２３，４

００） 

１，０００ 

（１，８０

０） 

ホール舞

台（照明

含む） 

１，５００ ２，０００ ２，０００ ４，０００ ４，５００ ６，５００ ５００ 

和室 ６００ 

（３００） 

８００ 

（４００） 

８００ 

（４００） 

１，６００ 

（８００） 

１，８００ 

（９００） 

２，６００ 

（１，３０

０） 

２００ 

（１００） 

調理実習

室 

９００ 

（６００） 

１，２００ 

（８００） 

１，２００ 

（８００） 

２，４００ 

（１，６０

０） 

２，７００ 

（１，８０

０） 

３，９００ 

（２，６０

０） 

３００ 

（２００） 

視聴覚室

（A） 

９００ 

（６００） 

１，２００ 

（８００） 

１，２００ 

（８００） 

２，４００ 

（１，６０

０） 

２，７００ 

（１，８０

０） 

３，９００ 

（２，６０

０） 

３００ 

（２００） 

視聴覚室

（B） 

９００ 

（６００） 

１，２００ 

（８００） 

１，２００ 

（８００） 

２，４００ 

（１，６０

０） 

２，７００ 

（１，８０

０） 

３，９００ 

（２，６０

０） 

３００ 

（２００） 

備考 

１ （ ）内は、冷房を使用した場合の追加料金とする。 

２ 市外の者が使用する場合の利用料金は、基準額の１００分の１５０に相当する

額とする。 

３ 商業宣伝若しくは営利又はこれらに類する行為を目的とした場合の利用料金
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は、基準額の１００分の３００に相当する額とする。 

別表第３（第１３条、第１８条関係）施設利用料金 

（単位：円） 

区分 対象 単位 基準額 

プール 専用使用 全面 ２時間以内 入場料を徴収

しない場合 

２０，０００ 

２時間以内 入場料を徴収

する場合 

最高入場料の３

０人分に相当す

る額を加算する。 

１コース ２時間以内 入場料を徴収

しない場合 

５，０００ 

２時間以内 入場料を徴収

する場合 

最高入場料の１

０人分に相当す

る額を加算する。 

共用使用 中学生以下 ２時間以内  ２００ 

高校生 ２時間以内  ３００ 

一般 ２時間以内  ４００ 

うるみんス

タジオ 

専用使用 全面 １時間以内 入場料を徴収

しない場合 

１，０００ 

（２５０） 

１時間以内 入場料を徴収

する場合 

最高入場料の２

０人分に相当す

る額を加算する。 

共用使用 高校生以下 １時間以内  １００ 

一般 １時間以内  ２００ 

トレーニン

グ室 

専用使用 全面 １時間以内 入場料を徴収

しない場合 

５，０００ 

１時間以内 入場料を徴収

する場合 

最高入場料の３

０人分に相当す

る額を加算する。 
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共用使用 高校生以下 ２時間以内  ２００ 

一般 ２時間以内  ３００ 

屋上レクリ

エーション

広場 

専用使用 全面 １時間以内 入場料を徴収

しない場合 

１，０００ 

１時間以内 入場料を徴収

する場合 

最高入場料の８

人分に相当する

額を加算する。 

照明 １時間以内  ５０ 

備考 

１ （ ）内は、冷房を使用した場合の追加料金とする。 

２ 市外の者が使用する場合の利用料金は、基準額の１００分の１５０に相当する

額とする。 

３ 商業宣伝若しくは営利又はこれらに類する行為を目的とした場合の利用料金

は、基準額の１００分の３００に相当する額とする。 

４ 「入場料」とは、入場料、会費、会場整理費その他名称を問わず入場者から金

銭を徴収するものをいう。 

５ 専用使用する場合は、８人以上で構成する団体等とする。 

６ 身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳及び療育手帳の交付を受けている者

に介護者が必要な場合は、当該人１名につき介護者１名分の利用料金を免除する。 

７ 泳げない児童と６歳未満の幼児（就学前）のプール利用については、１８歳以

上の者（高校生不可）の入水を必要とする。その場合、当該者（１名）の利用料

金は免除とする。 

８ トレーニング室の利用について、小学生以下は利用不可とする。また、当該ト

レーニング室内に小学生以下の者を連れての利用も不可とする。 

別表第４（第１３条、第１８条関係）附属設備利用料金 

種別 単位 基準額 

舞台器具 １回１点又は一式につき ５，０００円以内で市長が定める額 

音響映像器具 １回１点又は一式につき ５，０００円以内で市長が定める額 

照明器具 １回１点又は一式につき ５，０００円以内で市長が定める額 
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その他 １回１点又は一式につき ５，０００円以内で市長が定める額 

 


